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 ˹ ǵǚǯǷ  

ʻ α ύᴬ˲Ḉ ̌̎ʼ 

ǱⱲǯǋǍȉǵǶƲ ǲᾍǞǭȉƲ̲˗ǲᾍǞǭȉ ǲ șϊǘȒⱲǮǉȒƳɵɵɵ ʤ⃰ˀҞ ʤ ᶅҍ  

ӹԇ ̖ ˣ˞˯ʯ˭̗ˮ˗ˬ˫̆ᶳ˕ԇ̐̍̐̏ ̖ ˪̏̌ˊ˯ˮ̑ˊʰˡ˛˪ʯΪ ᶳ˕ԇ̐ˣ ʯ˭ˊ˝̏ˏ̖ כ

˫ ˌ ˛̌ˊʰ̈̏ᴊʯ ˓ᴊʯ ̏ᴊ˯ ̅˨˕ˮˈ˫ʯ̂˞ п˫ᶳ˕ԇ̐˪̃̌ˊʰ= 

契約書の作成のポイントについて 経  営 

相 続 に つ い て  

平成25年分の所得税等の申告状況が発表されました  平成26年度の雇用関係助成金 

Ｃ Ｏ Ｎ Ｔ Ｅ Ｎ Ｔ Ｓ  

Ｍ＆Ａによる事業承継に比較的長くかかる会社  

Ї ₲ᵃ 

◩ 平 成 2 6 年 5 月 末 決算 法 人 の法 人税 及び 消 費 税の 申告 期限 ： 6 7 3 ( )  

◩ 健康保険・厚生年金保険被保険者 報酬月額算定基礎届の提出期限 ： 6 7 10 ( )  

◩ 労働保険 概算・確定保険料申告書の提出及び保険料納付期限 ： 6 7 10 ( )  

◩ 源 泉所得税 及び復興 特別所得 税の納期 の特例の 納付期 限 ： 6 7 10 ( )  
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ᾶ ц і  

 

経 営 

βᵀ ש ש к = 

ᾶ ц  

 ᷾  

 「契約」は当事者間でᾌ ・ 、 ・Ҕ

という⌠ ḃ 、ϩ

ḃ です。第三者

が相手の場合、その時点で作成されますが、

ͻ Ы ᶲ ὃḃ になることが

多々あります。契約は口頭でも成立しますが、後

日トラブルとならないようにᾶ ц してお

く必要があります。ここでは標準的な契約書作成

についてのポイントを確認していきます。  

ɪ  

 お互いがḃ 、ᾶ ц 、

を明記しておきます。 

ɫ А  
 ц Аを記載します。この日付が

ᾶ ᾶ ᴵᴦ ₮

ことになります。契約書作成日と契約成立日、

効力発生日が異なる場合には、ᾶ ᴵᴦ

ק ᾶ ρ しておく

ことが、トラブルの防止につながります。 

ɬ Ḉ ᶋ  

 ᾶ ϥ м Ḉ します。法人の場

合、Ы ỳỵ、Ṱ᷊、Ж Ḉ Ḉ

ᶋします。ただし Ḉ、 ᶋ があれ

ば法的に成立するとみなされる場合もあります。  

 一定の契約書は ᶋ

。取引内容や金額に応じて税額が異なるので

注意が必要です。 (月刊グローバル4･5月号参照) 

ɭᶋ  

 契約書は税務調査や裁判等の証拠書類となり

ますので、作成しておきましょう。   

ɧ  
 ○○契約書、覚書、念書、協定書等を用いま

すが、書面の内容が当事者の合意である限り、

ᾶ ᾔ

。標題自体には効力はなく、契約の性質は

（ ₮ϥ ）の内容で決まります。  

ɨᴊ  
 ᾶ ϥ にします。契約当事者

の名称を何度も記載する必要がないように 、

ϖ の ᷊ ようにします。  

ɩ  
 何をどれだけ買うのか、売るのか、いつまで

にどのような権利を持ち、義務を果たすのか、

ϥ כ していきます。   

 売買契約書  
収入

印紙  

 △△△株式会社(以下甲という)と×××株式会社(以

下乙という)は、次のとおり契約する。 

第1条 甲は乙に対し後記表示の○○を売り渡し、乙は 
    これを買い受ける。 

 以上の通り契約したので、本書2通を作成し、記名押
印の上、各自その1通を所持する。  

平成○○年△月×日  

甲（売主）東京都千代田区大手町○丁目○番○号 

乙（買主）東京都練馬区桜台○丁目○番○号 

ɧ 

ɨ 

ɩ 

ɪ 

ɫ 
ɬ 

ɭ 印 

（売買の目的物） 

第2条 売買代金は、金弐千萬円とする。 

（売買代金） 

第3条 ････････････････････････････････････････ 

（支払方法） 

△△△株式会社 

代表取締役 佐藤 一郎 印 

×××株式会社 

代表取締役 田中 二郎 印 

ש ᾶ ц  

 契約の内容として入れておいた方が良いと思

われる条項をいくつかご紹介します。 

ϥᴊ˯╪ו˲ˆ˧ˣм ˯

Ѻ̖˝̏˗ˬ˫ ː ᴵ˯ˮ̏ʰ 

ɞ Ѻχ ɟ 

ʹ ᾶ ˯ ˝̏ ˲ϖ˯⌠˝̏ ˳ʯϖ

ː ˯ϥᴊ˯╪˕ו˪ˈ̏м ˯ Ѻ˝̐˴ʯˡ

˲ ˯ᴵᴦː ˜̏̆˲ˬ˛ʯױ ˝̏˗ˬ̖

˛̂˟̗ʺƿ іǀ 

˲ № ө ̖ˆ

̍ˏ˜̅ ̅̏ʰ 

ɞ № ө ɟ 

ʹӆᵃβ▪ ˲ὃḃ˲ № ˲Ϣ₮˯ ˛˪˳ʯ

100έ֑ˬ˝̏ʺƿ іǀ 

ˡ˲Ўʯ Ӂḣ ʯ ש ᾩ =  
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税 務 

ρ ║ Т ҿ ɧ     

 Ѐ  

׳  

Ῠϥ  

׳  

 今回は、平成26年税制改正における「中小

企業等投資促進税制」の上乗せ措置について

ご紹介します。  

ϣᴦ ᵡ 26 1 20  

        29 3 31  

 平成26年税制改正の施行日である平成26年4月1日

を含む事業年度( 26 4 Ѐ)から適用  

ȣ 26 1 20 ȕ3 31 ҿ

= 

ɧ 3000έ֑Иα Ѐ ᶬ ҊЀϥ χ  

ᶎ өᶏ Ԉ 10Ƽ  

ɨ 3000έ֑ 1ӡ֑Иα Ѐ= 

ᶎ өᶏ Ԉ 7Ƽ  

 өᶏᴘḃק

ΰϔ˟ 

ƿᶎ өᶏǀ 

ʽΰϔ˟ ʾ 

  өᶏק

ƿ ǀ 

 өᶏᴘḃק

30Ƽ 

өᶏ 

100 Ƽ 

50Ƽ 

20Ƽ 

ᴘḃ 

ΰϔ˟ 

3Ƽ 

ʽΰϔ˟ ʾ 

 

⌠ Ѐ˲ ᾢ 

ʽΰϔ˟ ʾ 
ƿ ǀ 

 

7Ƽ 

10Ƽ 

1ӡ֑ 1ӡ֑   

ƿ ǀ 

3000 έ֑ 

 

 (і)200Ƽ₮  

⌠ ҿ 

 「機械装置」及び一定の「工具」、「器具備品」、「建

物」、「建物附属設備」、「ソフトウェア」のうち、下

記要件を全て満たすもの(サーバー及びソフトウェア

については中小企業者等が取得するものに限る)  

ɧ   ȕḂ ͻ ͻ ρ α = 

ӹ ҿ 

 、 ἁ Ƽ

ИΰḌΰ = 

ȣ Н β = 

ҿ = лᶲ Ѣ = 

= ᶂṌ160 έ֑Иΰ= 

Ԓᶬאַ ẸԒҿṌ= ᶂṌ120 έ֑(ᶂṌ30έ֑ ḃ
120έ֑ ḓ )   

ᶬ ▒ ҿ= ᶂṌ120 έ֑( ▒ ҿ
ᶂṌ60 έ֑ ḃ 120

έ֑ ḓ )   

= ᶂṌ70 έ֑(ᶂṌ30έ֑ ḃ
70έ֑ ḓ )   

ɩ лᶲ Ѣ Иΰ  

 (発行までに時間がかかる場合があります)  

ɪַא Ы   

2 ͻ Ṿ 
   ҿ  

 「機械装置」及び一定の「工具」、「器具備品」、

「建物」、「建物附属設備」、「構築物」、「ソフト

ウェア」のうち、下記要件を全て満たすもの  

ẓ ש Ѣөᶏ ȣ1 ὦᴩ ȣ2  

ɧ ש ἁ15Ƽ 

 Иΰ ρ║Т 5Ƽ Иα ₮  

ҿ ȣ3  

ȣ1 =Ы ΰ Ѣөᶏ == 

ȣ3 =ҿ ᶲ ҿ ᶲ Ѣ  

    ḃ   

 (1)先端設備と同じ条件(構築物は建物と同条件) 

ɨ лᶲ Ѣ = 

ᾌ Ῠ ᶲ ᶬ ᴊ 

  

Ϊ₮ ԝ 10 Иԝ Ԓ4אַ Иԝ  

 ẸԒҿṌ 6 Иԝ ᶬ ▒ ҿ14  

 Иԝ 5 Иԝ ᾌ Ῠ  

 = 

ɨ Ḍΰ ƼИΰ 

ȣ2 = ҿ ᶲ И3 ἁ = 

ɩԌ Ы ᾆ ᾆᶬ ╥  
 ╥  

 (時間がかかる場合があります)  

 今回の措置は、民間投資を活性化させる意図が

あり、特に中小企業者等にとって、非常に活用し

やすく、メリットのある改正となっておりますの

で、設備投資をご検討されている場合は参考にし

てみてください。次回は「グリーン投資減税」に

ついてご紹介します。  

╥ ֕  
03-3501-1560  HP http://www.meti.go.jp/  

( 10 ˲ὃḃ)  
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χ ᴬ  

 雇用関係助成金は、昨年度大きな変化をしまし

た。従来の から、ᴳӍ ᵀ へ

と方針転換がなされたのです。昨年度に見られた

この傾向は今年度にも引き継がれています。そこ

で、本号では 26 Ѫᴬ につ

いて一部ご紹介したいと思います。  

 

2 6 Ѫ ᴬ   

ᴳᵃ   

ɧᴳӍ ᵀ ᴬ (ᶳԇ̐Ѐ ῄᴲ )  

ᴳӍ ֕╜ ᴬ  

 

 ϥ ║に伴い離職を余儀なくされ

た人を受け入れるための助成金です。  

 ᴬ E1 ˣ̎800 ֑F = 

ɧ̟̝̓ͤͦ ῄᴲ = 

ᴳӍ ԇ ᴬ  

 ͻ ͻ Јϥ Јによ

り、 ὃḃに支給されます。子育て

女性、第2新卒も対象です。  

 1Ѐ ˣ̎ ᾢ4έ֑ƿ ᾢǊʹ ǀ= 

ɨ ₥₮ᴬ ƿ ᵀ ̮ͻ̴ǀ= 

 ₮ をハローワーク等の

紹介により雇い入れた場合に助成されます。   

 1Ѐ ˣ̎70 έ֑  

ᴳӍ ׁ Ṿ ὃ ὣ Ṿ ᴬ   

 ѫ ὣ ҿ

を実施する事業主に対して助成されます。  

 ⌠ כ3˲ 2 (ρ║Т ˲ὃḃF= 

ɧ ₥₮ᴬ ƿ ᵀ ̮ͻ̴ǀ= 

ɨ̨̝̝ͥ̾͒͞ᴬ = 

 ᾶ ᴳӍ 、 ᴳӍ 、 ᴳӍ

ᴳӍ ѫ

ᶲ を実施した事業主

に助成されます。（コースが

いくつかあり、助成額も様々

です。）   

ɧρ║Т ν ᴬ ͺ Ъ ︡ ͒ͤ ͮA = 

Ѝϥ Ω ν Ὴ  
   ᴬ  

 「 Ъ ︡ ͻ」を活用し、「 Ъ

︡ 」を策定・導入するもので、

26 10 1 となります。  

 1Ộ ˣ̎30 έ֑  

ɨ̳̞́͑͘ͺ̝̪̲ͮ͢ ᴦ̝̾͒ᴬ = 

 Ὴ を増やすための助成金です。 

 1Т ˣ̎30 έ֑Eρ║Т F= 

ɧ̨̝ͥ͞ ѫ ᴬ ƿ ԀЪ ρͺ  

 ᴦ̝̮̾͒ͻ̴ǀ= 

ᴳӍ ᴦḌΰ ᴬ  

 ԀЪ ρ ᴦ を促進す

るための助成金です。  

 ᴬ Eρ║Т 1˳ ˣ̎800 ֑)   

ɧρ║Т л ˑΰ˖ ⌠ ᴬ = 

Ў ᴬ  

 ϥ ὃԝ л （800 ֑ ）

ΰ Ḍ ᶲ を支援するものです。北

海道・新潟は対象地域になっています。  

 ˑΰ˖˯ ˝̏ ᵃ Ṿ כ4˲ 3

(Т 30ЀИα˲ὃḃF̂ˣ 1˳00 έ֑  

ɨᶳᵀẏ ⌠ ᴬ = 

 ὃ ᶳᵀẏ に、ẏ ₵

Ϊ が助成されます。  

 ⌠ כ2˲ 1(ΰ 200 έ֑)  

 

 平成26年度の雇用関係助成金の一部について紹

介させて頂きました。助成金は種類もたくさんあ

り、また、 ʲ Нがあります。助成金を受給

したいと思っても労務管理がされておらず、書類

が揃わないこと等で要件をクリアできない場合も

あります。これらの支給を受けるには、 Н

し、 ₮

があります。  
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2 Ѣ 

 相続人の相続分については、民法により定められていますが（例えば相続人が子と配偶者であれ

ば、配偶者2分の1、子のグループが計2分の1など。これを ₮ といいます。）、そこから特כ

別受益、寄与分の修正を経てԒп  。が定まりますכ

ᶳק  とは、遺贈又は生計の資本としての生前贈与があった場合、これを

כ ₮する制度です。相続財産の前渡しがあったなら、その

部分は相続分に反映させないと不公平なので、相続分に修正を加えるという制度

ですから、 γ ᶳק 。 

 具体的相続分が定まると、これに従って遺産を分割することになりますが、遺産に不動産や株式が

含まれる場合、これを特定の相続人に取得させ、その代わりに ᶲ 、Жө

することになります。その場合、βᵀ ѢҘ Ѣ が

深刻な問題となります。 

 不動産については、Ỡ₮ Ѣ や Ѣに基づく評価額は容易に分かりますが、これらは必

ずしも、不動産の実際の価値を反映していません。土地については、固定資産税評価額は時価の7割、

路線価に基づく評価は時価の8割とされていますが、特に大都市部を離れると必ずしもそうなってはい

ません。厳密にはβᵀ ₮ Ѣ ₮することになりますが、

鑑定費用がかかってしまうので、鑑定を行わずに相続人の間で不動産の評

価額を合意できる方が、 Ѐ ╒ なります。 

 株式については、上場株式であれば時価算定は容易ですが、非上場株式

の評価は困難です。株式の額面と時価は全く一致しません。これも厳密に

は鑑定が必要ですが、やはり鑑定費用がかかるので、鑑定を行わずに評価

額を合意できる方が相続人の負担は少なくなりま

す。弁護士が遺産分割に携わる際、不動産や株式

について、 Ѐ ᴊ כׁ

、と感じることが

しばしばです。 

札幌市中央区大通西14丁目1-13  北日本南大通ビル9階 

【TEL 】011-204-6125 【FAX】011-207-2560 

 〒060-0042 

► ϥ ᵃ  

 被相続人が Ӿ をした場合には、その特別受益は ことになっ

ています。この持戻免除の意思表示は、明示でなく とされ、例えば病弱な老妻への

贈与等については、黙示の持戻免除の意思表示があるものと解されたりします。 

 被相続人死亡により相続人が受領する生命保険金は相続財産でなく（相続税の計算上は相続財

産とみなされます。）、贈与でもないので、原則として ᶳק 。しかし、生

命保険金が多額で、相続財産総額に近いか、それを超えるような金額になる場合は、相続分を修

正しないと不公平なので、 ᶳק をすることになります。 

 なお、遺留分の計算に当たっても、生前贈与が算入されたり、金額によっては生命保険金が算

入されたりします。事業承継等のため、特定の相続人に多くの財産を取得させようとする場合

に、生前贈与や生命保険金の取扱いは、よく問題になります。 
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 毎年、社会福祉法人を監督している各自治体（北海道であれば保健福祉部 施設運営指導課、

新潟県であれば国保・福祉指導課、福島県であれば福祉監査課）より、指導監査実施要領が公表

されています。今回は、最近公表された平成26年度の指導監査実施要領の中から新潟県と福島県

の重点事項を取り上げたいと思います。  

公益・社会福祉法人 

Ԍ Ы Ѐ  ᾥ  

 北海道の平成26年度指導監査重点事項は未だ公表されていませんが、新潟県や福島県と同様に ϥЫ

ẓ ϥ ᶬ と考えます。又、会計処理面においてもԝ ׳п׳

ש ᾶ ԇ について重点事項に挙げられる可能性が高いと思います。 詳しく

は公益・社会福祉法人部までお気軽にお問い合わせください。  

̝K ϥᶬ˷ ϥ˳ Ѐ˲ ẓ˯ ᾢˮ П̖ ˊ ṓ˫ˆ̏˗ˬˏ̍ʯ З ˯₮̅̏ П 

  Н̖Ԓҿ˛˪ˈ̏ˏ ˝̏ʰ̂ˣʯ ṓ˯˨ˈ˪̆ʯḇ ˯ ˝̏ʰ== 

̥K ϥ ˯˨ˈ˪ʯ₲ ˮ ̖ ˧˪ˈ̏ˏ ˝̏ʰ= 

ɞǈK Ѐ ẓ Ѫ=ɟ 

26 ═ ϥ ỡѸ ═2014.4.18 Ԍ כ  

̟K Ѐ˲ ϥЫ˳ʯˡ˲ ẓ˲ ḑָ̖᷈א˝̏ ̆ ˮ ˫ˆ̏˗ˬˏ̍ʯ₮ ˲₮  ̅   

  ˯ ˈʯ ϥ ̖∩ ˛˪ˈ̏ˏ ˝̏ʰ= 

̡K ϥЫː ϥ ̖ ˝̏ ˯ˆ̍ˏ˜̅ ṓЫ˲ ̖ ˈ˪ˈ̏ˏʯ̂ˣʯ  

  ṓЫ˯ˎˈ˪̆ʯ₲ ˮ∩ ̖ ˧˪ˈ̏ˏ ˝̏ʰ== 

̣K ϥ ˳ʯ ϥЫ˲ ₮˯ἲ˩ˑʯ Ѐ ẓᶬ˷ϥ ẓ̖ ˧˪ˈ̏ˏ ˝  ̏

  ƿ ̖ ˌˣ ːˆ̏ʯ│ ϥ ̖₮ ᴆ ˯₮̅˪ˈˮˈ ǀʰ=== 

̝Kˡ̐ˢ̐˲ Ѐᶪ˳ ːʯ ˝˽ˑЫ ἲ ᶬ˷ ˯ ˧˪Ы ︢ ̖ ҿ˛ʯ   

  ԝ ̖׳п׳ ͺ ˙˟̏˗ˬ˫ ˏ˨ ˮЫ ϥᵃׁ ̖ ˧˪ˈ̏ˏ ˝̏ʰ=   

ɞǉKЫ Ѫɟ 

̡K ᵃῬ ˲ᾶ ˯ˎˈ˪ʯԇ Н ˲ϥᵃ̖ ˯ ˧˪ˈ̏ˏ ˝̏ˬˬ̆˯ʯ 

  ԇ ˝˽ˑᾶ Н̖⅍ ˯ ᾶ ˬ˛˪ˈˮˈˏ ˝̏ʰ=== 

̟K ש ˏ̍˲ ̎ ˲ ˮѸ ˎ̌˷ׁ ̖ ˛˪ˈ̏ˏ ˝̏ʰ= 

̣K ˮל ̖ ˊ˗ˬ̖ ˛ʯᶺ ̈ ̎ ˬ︢ Ѣ ˲ ḃ ʯ ᾚ ˲ 

  ̖ ˝̏˿ˏʯ ʲ˲ᶲ ̖Ы Э ᶬ˷ ˯ἲ˩ˑׁ ˛˪ˈ̏ˏ ˝̏ʰ= 

ƿǈǀ ˮ ϥЫ ẓ˯˨ˈ˪== 

ɞǈK Ы Ѐ˯⌠˝̏ ɟ 

♩ 26 ═ ϥ 2014.5.29 Ԍ כ  

 Ѐːϥ ẓ˝̏˯ ˣ˧˪ ₮̖ ˊ ϥЫ˯ˎˈ˪ʯ ∩ ϥ ː ̍̐˪ˈ

̏ˏ ʯ ϥЫː ˯ל ẓ˙̐˪ˈ̏ˏ̖ ˛ʯˡ˲ ᵡ̖Ở̏ʰ= 

ƿǉǀ ẓἲ ˲ ᵡ˯˨ˈ˪= 

 β₥₮ˮ ẓ ˯ˆ̏ Ы Ѐ˯⌠˛˪ʯ ̍ ẓ ˲ ͺכ ̖ ˈʯˡ̐

˯ἲ˩˓ ẓ Ṿ ˲ц ᶬ˷ˡ˲₲ ːˮ˙̐˪ˈ̏ˏ̖ ˛ʯˡ˲ ᵡ̖Ở̏ʰ= 

ƿǊǀ ˮЫ ׁ ˲ Ѹ˯˨ˈ˪= 

 Ы ϥᵃ˯ˏˏ̏ԝ ː׳п׳ ˙̐˪ˈ̏ˏʯ̂ˣ Ѫ ̈ ˯ἲ˩

˓ ˮᾶל ϥᵃː ̓̐˪ˈ̏ˏ̖ ˛ʯˡ˲ ᵡ̖Ở̏ʰ== 
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7  

事業承継 

ƽ ϥ Ы  

 本号では、事業承継の選択肢である親族内承

継、親族外承継、Ｍ＆Ａのうち、Ｍ&Ａに焦点

を当て、譲渡を行うのに比較的長くかかる会社

についてお話しさせて頂きます。  

Ы ḃMƽA ║  

. ƽ  

 テーマについてお話する前に、事業承継を目

的としたＭ＆Ａの一般的な流れを説明します。 

まず初めに、譲渡を希望するお客様から相談を

受けると、 、 を伺

い、 Ḍ ᶀ します。その後、仲介

機関である Ḃᾶ し、譲渡価格の

目安となるТ Ѣ ₲ します。また、合わ

せて ᶰҴ ₮ ѫ

ὂ ᶰ します。その後、買収希望企業を探

索し、企業評価による ᶰѢ

џを行います。 ἲ を

行った後、双方がお相手について納得して頂け

れば、 Ы ₲ し、売買価額や継承条

件等、買収条件の概略を記載したἲ ḃ

します。その後、買収側の公認会計士、税

理士による ᶰ ₲ し、問題がなければ

ᾶ し、 Ж ᶳ を行い一

連の流れが集結します。  

. Ы  

 当社がお受けした場合、上記の流れが集結す

るのが6 ȕ1 となります。ご縁に恵ま

れ、6か月以内に終結する場合もあります。し

かし、買収相手が決まっていて、間に入っての

調整のみの業務という場合であっても調整段階

で様々な問題が発生し、一つ一つ解決していく

うちに6か月程度はかかってしまうことが一般

的です。中には買収相手を見つけるのに1年以

上かかってしまう案件もあります。こういった

会社の特徴は以下のようなものがあります。  

 中小企業の場合、「 ᾌΰ ש

」ということは、ある程度仕方が

ないことだと思います。しかし、その落ちる

割合がどれくらいなのか？あるいは何らかの

方法で回避できるのか？仕入ルートや人脈等

が継承できるのか？ということが重要なこと

となります。たとえば、現在の幹部が退職し

なければ一定の割合は維持できる、あるいは

組織として業務を行っており組織体制さえ維

持できれば、一定の売上を維持できるといっ

た があれば、比較的短期間に買

収相手が見つかる可能性が高くなります。  

ᾌΰ ש  

2 Ϊ ᶲ ӹ Ѡ⁸   

3 ᾚӆᵃ ᷄ == 

4 ϥ └ ░ уỵ ║  

5 ᾌ Т  

6 צּ Ѣ = 

7 ᾢ ᴵ  

˙
˓
̍

ḃ
Ǥ
ƽ
ǘ
̶
ͮ
̺

 

Ы  

ἲ ḃ  

ᶰ  

ᾶ  

צּ Т  

Ҋק  

Ḃ ᾶ  

Т Ѣ 

ἲ  

 

ᶰּצ Т  

Ҋק  

Ḃ ᾶ  

Т Ѣ 

ἲ  

 

 多くの中小企業で社長に依存している ʲ

（ ᵃ、ẓ 、 ）

ということが、その会社の

強みとなり、Ｍ＆Ａをする際に相手を見つけ

るための有利な要素になります。   
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ɞ γ ˲ ḣ ɟ 

 
 

ᵢ  Ԉỡ 

25  24  ὦ  25  24  ὦ  

ḣН  53,390Н 52,826Н ǂ564Н 1,134ᵵН 1,149ᵵН ʞ15ᵵН 

ḣ  50,415Н 50,296Н ǂ119Н 1,102ᵵН 1,119ᵵН ʞ17ᵵН ΰ ԝ= 

А ḣ 2,975Н 2,530Н ǂ445Н 32ᵵН 30ᵵН ǂ2ᵵН 

ḣ  163ӡ֑ 157ӡ֑ ǂ6ӡ֑ 3,685ӡ֑ 3,691ӡ֑ ʞ6ӡ֑ 

ɞ ᶬ˷ ק ɟ 

掲示板 

8  

 平成26年5月に、国税庁より平成25年分の所得税及び復興特別所得税・個人消費税・贈与税の

確定申告の状況が発表されましたので、その一部をご紹介致します。 

【さくらマネジメントグループ】 

株 式 会 社  道 央 医 療 コ ン サ ル 

庵 原 宏 章 行 政 書 士 事 務 所 

労 働 保 険 事 務 組 合 道 央 労 務 管 理 協 会 

株 式 会 社  さ く ら 総 合 Ｍ ＆ Ａ セ ン タ ー   

税 理 士 法 人  さ く ら 総 合 会 計 

エ ス ･ バ イ ･ エ ス 事 業 協 同 組 合 

道 央 情 報 サ ー ビ ス 協 同 組 合 

株 式 会 社  エ ス エ ム シ ー 

㈲ 札 幌 ビ ジ ネ ス エ ー ジ ェ ン ト 

株 式 会 社  パ ワ ー コ ン サ ル 

清 平 秀 幸 公 認 会 計 士 事 務 所 

一 般 社 団 法 人  道 央 相 続 支 援 セ ン タ ー  

 
 

ᵢ  Ԉỡ 

25  24  ὦ  25  24  ὦ  

ḣ  Ѐṓ 813,634Ѐ 822,564Ѐ ʞ8,930Ѐ 21,434ᵵЀ 21,525ᵵЀ ʞ91ᵵЀו

ΰ ԝ ḣ  228,119Ѐ 224,653Ѐ ǂ3,466Ѐ 6,218ᵵЀ 6,088ᵵЀ ǂ130ᵵЀ 

А ḣ 475,883Ѐ 485,084Ѐ ʞ9,201Ѐ 12,403ᵵЀ 12,573ᵵЀ ʞ170ᵵЀ 

⁮ ḣ ו 1) 303,934Ѐ 300,792Ѐ ǂ3,142Ѐ 8,338ᵵЀ 8,099ᵵЀ ǂ239ᵵЀ 

 1ӷ1,979ӡ֑ 1ӷ869ӡ֑ ǂ1,110ӡ֑ 38ӷ4,838ӡ  ֑ 34ӷ6,304ӡ  ֑ ǂ3ӷ8,534ӡ  ֑

ḣ  749ӡ֑ 641ӡ֑ ǂ108ӡ֑ 2ӷ7,093ӡ֑ 2ӷ4,019ӡ֑ ǂ3,074ӡ֑ 

4,012Н 3,857Н ǂ155Н 196ᵵН 194ᵵН ǂ2ᵵН ḣ 2) 

 
 

ᵢ  Ԉỡ 

25  24  ὦ  25  24  ὦ  

ḣ  Ѐṓ 13,154Ѐ 11,958Ѐ ǂ1,196Ѐ 491ᵵЀ 437ᵵЀ ǂ54ᵵЀו

ḣ  8,114Ѐ 7,411Ѐ ǂ703Ѐ 330ᵵЀ 292ᵵЀ ǂ38ᵵЀ ΰ ԝ= 

⁮ ḣ ו 1) 4,916Ѐ 4,188Ѐ ǂ728Ѐ 168ᵵЀ 130ᵵЀ ǂ38ᵵЀ 

ḣ  34ӡ֑ 24ӡ֑ ǂ10ӡ֑ 1,718ӡ֑ 1,311ӡ֑ ǂ407ӡ֑ 

ɞҊЀϥ ˲ ˲ ḣ ɟ 

1ǀ ⁮ ḣ ו ˯˨ˈ˪˳ʯ ᵃ ˲ ₮ ḣЫὃ˯ˎˈ˪e- Tax˫ Ѻ˛ˣЀ ̖ḓ̃̂˝ʰ= 

2ǀ ˯ˎ˕̏ ḣ ˯˨ˈ˪˳ʯᵢ ˫˳ ʯ ʯᶁʯᵢ ᵃ ˫ʯԈỡ˫˳158Ыὃ˫2 23 ʯ3 2 ˯₲ ˙̐˪ˈ̂˝ʰ== 

3ǀ ˲ ˯˳ʯỵ ̖ḓ̃̂˝ʰ= 

 上記の表だけを見ると、少なからず景気は回復し、税収は増えているように感じられます。しか

し、消費税率が8％に引き上げられてから2か月が経過し、 ὦ ᶯᵀ ᶳ 。 

 また現在、平成27年10月からの消費税10％への引き上げの検討や、法人税率

の引き下げが議論されているようですが、大企業ばかりでなく、中小企業者や個人

事業者にも目を向けた政策の実行が期待されます。  

ρ  љ  

 


